
（10）企業結合

 

Lux e-shelter 1 S.a.r.l. （以下「e-shelter」）の買収 

ＮＴＴコミュニケーションズは、平成27年６月22日、ドイツのデータセンター事業者であるe-shelter株式の

86.7％を現金98,096百万円で取得し、同社の子会社としました。当該取得は取得法により会計処理され、支配獲得

日において取得した資産、引き受けた負債、認識した営業権及び償還可能非支配持分の金額は、それぞれ130,829

百万円、91,427百万円、70,422百万円及び11,728百万円であります。 

 

 

（11）賃貸等不動産

 

① 賃貸等不動産の状況に関する事項 

 

ＮＴＴグループは、賃貸オフィスビル等を有しております。 

 

② 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

 

（単位：百万円）
 

   

前連結会計年度

 
自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日  

 

当連結会計年度

 
自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日  

 
連結貸借対照表計上額 *1    

  期首残高 899,877 985,741

  期中増減額 85,864 △9,912

  期末残高 985,741 975,829

期末時価 *2 1,718,560 1,828,057

*１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

*２ 期末の時価は、主として不動産鑑定評価基準に基づいて算定した金額であります。

 

 

（12）追加情報

 

法人税等の税率の変更

平成28年３月29日に「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が成立し、

平成28年４月１日以降開始する連結会計年度より法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、税効果

会計の計算に使用する法定実効税率が低下するため、改正前の税率に基づく法定実効税率により算定した場合と比

較して繰延税金資産（純額）が32,665百万円減少し、当社に帰属する当期純利益が23,703百万円減少しておりま

す。 

 

評価性引当金の減額 

ＮＴＴ西日本及びＮＴＴドコモグループは、繰延税金資産の実現可能性の見積りを変更した結果、繰延税金資産

76,385百万円に係る評価性引当金を減少させており、連結損益計算書の「法人税等-繰延税額」が同額減少してお

ります。 

 

Dell Systems Corporation （以下「Dell Systems」）等の買収及びITサービス関連事業の譲受 

ＮＴＴデータは、同社子会社であるNTT Data International L.L.C.を通じて、北米地域を中心としてクラウド

サービスやアプリケーション関連サービス、BPOサービスを提供するDell Inc.のDell Services部門を譲り受ける

ことを、平成28年３月28日にDell Inc.と合意いたしました。同合意に基づき、NTT Data International L.L.C.

は、翌連結会計年度においてDell Systems等３社の発行済株式の100％及びITサービス関連事業を、Dell Inc.より

3,055百万米ドルで取得する予定であります。 
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